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豊中市立人権平和センター相談及び人権・平和啓発事業等業務仕様書 

１．委託業務名 

豊中市立人権平和センター相談及び人権・平和啓発事業等業務 

 

２．業務の目的 

  令和2年（2020年）4月1日から2か所（豊中及び螢池）に人権平和センターを開設し、 

 教育・啓発に重点をおいた情報発信の拠点施設として市域に向けて事業を展開するた 

め、人権などにかかわる相談や、多様化・複合化する人権課題、非核平和にかかる啓発 

及びこどもの今日的課題に対する支援について、実績やノウハウを有する民間事業者に 

事業を委託することで、市民サービスの向上と、効果的・効率的な事業運営をめざすも 

の。 

 

３．委託期間  

令和2年(2020年)4月1日から令和5年（2023年）3月31日までとする。  

＊契約締結の日から令和2年3月31日までは、引継ぎ等の事前準備期間とする。 

＊受託業務を開始するまでの引継ぎ等にかかる経費は、受注者の負担とする。 

＊令和3年度（2021年度）以降については、予算の議決が前提となる。 

 

４．委託業務内容  

  全ての業務の実施にあたっては、「人権文化のまちづくりをすすめる条例」（平成11年4月1日

条例第10号）等に基づき、これまでの本市の人権施策のあゆみと現豊中及び螢池人権まちづく

りセンターが置かれてきた歴史的な経過を理解したうえで誠実に業務を遂行すること。 

 

(1) 相談及び人権・平和啓発事業 

   ＜相談事業＞    

    【人権相談】 

人権侵害を受け、または受けるおそれのある市民が、自らの主体的な判断により課題

を解決できるように、相談内容に応じた適切な助言や情報提供などにより支援し、セー

フティーネットとしての身近な相談窓口を設置する。 

    【総合生活相談】 

福祉、保健、住宅、人権など多様な生活課題からのニーズに対し、当事者の立場に立

った支援を行い、自らが解決するための継続的な支援を行う相談窓口を設置する。 

ア） 内  容 

・人権や日常生活にかかわる相談に応じ、適切な専門相談窓口や各種制度等の情報提供 

を行う。 

     ・相談内容に応じた適切な機関への紹介や取次ぎを行う。 

・相談方法は、電話、必要に応じて予約制の面談（面談場所は、人権平和センター豊中 

または螢池）を行う。来館が困難で出張相談を希望する場合は必要に応じ訪問を行 

う。その際には、必ず訪問前に人権平和センター豊中に訪問先を報告するととも 

に、相談内容等があらかじめ判明している場合はあわせて報告すること。また、訪 
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問の際は、複数の職員で対応すること。 

・継続的なかかわりが必要なケースは、関係機関と連携し、必要に応じ電話対応や訪問 

対応を継続すること。 

・地域諸団体と連携・協働し、こどもから高齢者・障害者等の支援にかかるネットワー 

ク活動(会議やケース検討)や、市が主催する会議に年間20回程度参加すること。 

イ） 開設日時等 

【人権相談】 

1週あたり3日以上開設(祝祭日、年末年始は除く)。開設時間は9時～17時（受付時 

間8時間）とする。 

【総合生活相談】 

1週あたり2日以上開設(祝祭日、年末年始は除く)。開設時間は9時～17時（受付時 

間8時間）とする。 

ウ）体  制 

・人権尊重の視点と、人権課題に関する幅広い知識を有するとともに、人権相談等の 

相談業務の従事経験が２年以上あるなどスキルを有する職員を1人以上配置または派 

遣すること。          

エ）留意事項        

・受注者は、相談内容に人権侵害事象（差別的言動等）があった場合は、速やかに市に 

報告を行うこと。 

・関係機関等との情報共有を行う場合は、相談者の個人情報、状況等に配慮し、適切に 

行うこと。 

     ・電話（専用相談窓口の2回線設置）、ファクシミリ等は受注者が整備する。 

    オ）提案事項 

     ・市民からの多様な相談ニーズに幅広く応じることができる相談窓口の運営方法（開設 

日、受付時間、相談方法、相談員の配置等）について具体的に提案すること。 

     ・相談業務従事予定者の経歴（相談員としての経験年数、勤務歴など）や相談業務に関 

連する資格等のわかる内容を提案すること。 

 

＜人権・平和啓発事業＞ 

   社会経済情勢の変化に伴い、多様化、複合化する人権問題や新たに顕在化する人権

問題などの解決をめざし、さまざまな機会や媒体を通して、人権意識の高揚や平和意

識の醸成に資する事業に取り組む。     
 

 ア）内  容 

【生涯学習】 

・多様な人権課題や平和に関する啓発講座及び啓発パネル展などの企画・実施。 

啓発講座：人権平和センター豊中で年8回以上、人権平和センター螢池で年2回以

上、その他市内会場で年2回以上実施すること。 

啓発パネル展：人権平和センター豊中 年6回以上、人権平和センター螢池では、

年2回以上、その他市内会場で年1回以上実施すること。 

・人権情報発信にかかる事業の企画、実施業務  

情報誌A4判8ページ以上のものを2か所の人権平和センターと連携し、年2回以上作 

成し、市内公共施設等に配布すること。（部数10,000部）。 

     ・人権平和センター豊中 資料室の管理運営       

       図書（約3,700冊：Ｒ1.7.1現在）の貸出業務及び購入等 
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平成30年度（2018年度）貸出実績（131人 210冊） 

      ・非核平和フロア運営業務 週6日：月曜日～土曜日（祝日、年末年始は除く） 

9時～17時 

人権平和センター豊中3階の非核平和啓発フロアの定時の巡回、見守り、団体来館

（概ね5人以上）の巡回案内を行う。 

     ・市が開催する平和事業担当者会議への出席（1回2時間、年2回） 

          

    【地域交流】 

・高齢者ふれあい事業（シリーズ実施なども可）や世代間交流事業などの企画・実施。 

人権平和センター豊中などで、月4回実施すること。 

    イ）体  制 

・人権尊重の視点と、人権課題に関する幅広い知識とともに、高齢者ふれあい事業など 

の企画と、適正に実施する能力を有する2人以上の職員を配置すること。 

    ウ）その他 

・事業の広報（チラシ作成等）、報告（記録・アンケート集計・分析）を行う。 

・業務内容等に関する打合せを随時実施する。 

    エ）提案事項 

・啓発講座及び啓発パネル展（パネル展についてはオリジナルでも他機関等からの借 

 用でも可とする）の実施方法、実施会場、企画内容、実施体制、参加者の募集方 

法、成果効果を各１種類提案すること。 

・人権情報発信については、効果的な手法を提案すること。ただし、過去の実績の代

用を可とする。 

・高齢者ふれあい事業や世代間交流事業等については、企画内容と各講座回数、対象人 

数を提案すること。 

・事業実施中の参加者の安心・安全を確保する方法を提案すること。 

   ・「(2) こどもの学び・居場所事業」や、「(3) こども多世代ふれあい交流事業」 

    の受託事業者と連携し、相乗効果を図る取り組みがあれば提案すること。 

 

(2) こどもの学び・居場所事業 

   小中学生に学びの場等を提供することにより、自信や達成感を感じ、自己肯定感や自 

尊感情を育むとともに、人との関わり・つながりの中で、自分らしく生きる力を育む機会 

とする。 

 

  ア）対  象：小学生、中学生 

イ）内  容 

・今日的なこどもの課題解決に資する多様な学びの場づくりを企画。週2回（1回2時 

間以上）以上実施すること。 

・仲間づくりや自学自習のために来館する小中学生の見守りや寄り添い活動の場を企画。 

下記のとおり実施すること。 

 月～金曜日14時～17時・土曜日10時～17時・春夏冬休みの時期は月～土曜日10

時～17時（祝日及び年末年始は除く） 

    ウ）実施場所：人権平和センター豊中3階2部屋、2階2～3部屋等。 

エ）体  制  

・学びの場づくりでは、こどもの今日的課題支援に精通し、学習指導の経験を有する経 

験者を3人以上配置すること。 
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・見守りや寄り添い活動の場づくりでは、保育士、放課後こどもクラブ指導員経験者、 

青少年活動指導者、小中学校教諭等の経験者等を、上記「イ）内容」の実施時間のう 

ち、月～金曜日14時～17時の開館日は4人以上、それ以外の開館日は5人以上配置 

すること。 

    オ）その他 

     ・市からの要請により、地域関係機関（小中学校等）とのネットワーク会議等に年間10 

回程度参加すること。必要に応じて地域のまちづくり活動に協力すること。 

     ・人権平和センター豊中で提供可能な遊び道具（令和元年9月末現在） 

       ビー玉20、こま18、けん玉8、ヨーヨー9、パズル62種類、あやとり6本、かるた 

10、 トランプ5、フラフープ5、一輪車15、漫画・本44種類ほか 

カ）提案事項 

・学びの場づくりについては、方針、学習方法、時間、回数、対象人数、体制、参加 

 者の募集方法等を提案すること。 

・見守りや寄り添い活動の場づくりについては、実施内容、時間、体制等を提案するこ 

と。 

     ・事業実施中のこどもの安心・安全を確保する方法を提案すること。 

   ・「(1) の人権・平和啓発事業」及び「(3) こども多世代ふれあい事業」 受託事業者 

と連携し、相乗効果を図る取り組みがあれば提案すること。 

   

(3) こども多世代ふれあい事業  

   学習や体験活動、多世代との交流及びふれあいの場を提供することで、青少年の健全 

育成と人権尊重の意識の醸成を図ります。 

 

 ＜学習クラブ＞ 

   学習活動の場を提供することにより、自ら学ぶ力を身につけるとともに、他者との交流

を深める機会とする。 

ア）対  象：小学生、中学生、高校生等 

イ）内  容 

・小中高校生等に学習活動の場の提供を企画。週3回（1回2時間）以上、定期考査前 

の3日程度（１回3時間）実施すること。 

    ウ）実施場所：人権平和センター螢池2階講座室、1階学びルーム、和室等。 

エ）体  制                       

・学習指導の経験者を含む2人以上を配置すること。 

    オ）提案事項 

     ・方針、学習方法、時間、回数、対象人数、体制、参加者の募集方法等を提案すること。 

     ・事業実施中のこどもの安心・安全を確保する方法を提案すること。 

 

＜交流・体験学習＞ 

  さまざまな交流・体験事業を通して、人権意識の醸成を図り、青少年の豊かな育ちを支 

援する場を提供する。  

 ア）対  象：小学生、中学生、高校生等 

イ）内  容 

・小中高生等が学年を越えた仲間づくりなどを行い、生き生きとすごすための交流の場

づくりを企画。下記のとおり実施すること。 

月～金曜日14時～17時・土曜日10時～17時・春夏冬休みの時期は月～土曜日10
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時～17時（祝日及び年末年始は除く） 

・文化芸術活動やスポーツ活動などの体験活動の提供を企画。週1回以上実施すること。 

ウ） 実施場所：人権平和センター蛍池2階2部屋、1階2部屋等。 

エ） 体  制 

・交流の場づくりでは、保育士、放課後こどもクラブ指導員経験者、青少年活動指導者、 

小中学校教諭等の経験者等を上記「イ）内容」の実施時間のうち、月～金曜日14時～ 

17時の開館日は3人以上、それ以外の開館日は4人以上配置すること。 

・文化芸術活動やスポーツ活動などの場では、各々のプログラムに精通した専門の指導

者を含め2人以上配置すること。  

    オ）その他 

     ・市からの要請により、地域関係機関（小中学校、行政等）とのネットワーク会議等に 

月1回程度参加すること。必要に応じて地域のまちづくり活動に協力すること。 

     ・人権平和センター螢池で提供可能な遊び道具（令和元年9月末現在） 

       ボードゲーム（すごろく、将棋、オセロなど）約30種、カードゲーム（トランプ、

かるた、ウノなど）約20種、こま14、けん玉5、ツイスター2、レゴブロック多

数、フリスビー2ほか 

カ）提案事項 

     ・実施内容、時間、回数、対象人数、体制、参加者の募集方法等を提案すること。 

     ・事業実施中のこどもの安心・安全を確保する方法を提案すること。 

・「(1) の人権・平和啓発事業」及び「(2) こどもの学び・居場所事業」 受託事業者 

と連携し、相乗効果を図る取り組みがあれば提案すること。      

 

＜多世代交流＞ 

   さまざまな世代の交流を通して、こどもや保護者の豊かな人間関係づくりを促進する

とともに、高齢者等の生きがいと健康づくりの推進にも寄与する。 

ア）対  象：小学生、中学生、就学前児童及び高齢者等 

イ）内  容 

     ・小中学生、就学前児童と高齢者をはじめとする多世代との交流事業等を月4回以上 

実施すること。 

    ウ）実施場所：人権平和センター螢池1階和室等。 

エ） 体  制 

・人権尊重の視点と、人権課題に関する幅広い知識とともに、交流事業等の企画と、適 

正に実施する能力を有する2人以上の職員を配置すること。 

    オ）提案事項 

     ・実施内容、時間、回数、対象人数、体制、参加者の募集方法等を提案すること。 

   ・「(1) の人権・平和啓発事業」及び「(2) こどもの学び・居場所事業」 受託 

事業者と連携し、相乗効果を図る取り組みがあれば提案すること。 

・事業実施中の参加者の安心・安全を確保する方法を提案すること。 

 

５．業務履行にあたっての基本的な考え方 

（1）事前準備 

円滑な業務の実施が行えるよう契約締結日から業務運営開始までの間に従業者の確保や体制 

構築をはじめとした責任のある業務設計及び従事者の研修などを行い、業務のスムーズかつ安 

定的な移行を実現する。 
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（2）守秘義務 

本業務に携わった者は、個人情報はもちろんのこと、業務の遂行を通じて知り得た情報を漏 

らし、又は盗用してはならず、その職を退いた後も同様とする。 

（3）個人情報保護の徹底 

受注者は、公共の業務に携わる重要性及び特定個人情報を含む個人情報（以下「個人情報」 

という。）を取り扱う重要性を十分に認識し、「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法 

律第５７号）」、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

（平成２５年法律第２７号）」及び「豊中市個人情報保護条例（平成１７年豊中市条例第１９ 

号）」を遵守するとともに、情報の厳格な管理及び適切な運用のために必要な万全の体制を整 

備すること。 

（4）指揮命令系統の確立 

受注者は、業務従事者の指揮監督を行うとともに、常に発注者と連絡が取れる体制を整える 

ものとする。また、本業務を担当する総括責任者及び担当者を指定し、発注者に報告するもの 

とする。 

（5）資料などの適正な保管 

発注者から提供を受けた本業務に関する資料及びその他帳票類などは、個人情報保護の観点 

から適切かつ厳重に保管すること。 

（6）コンプライアンスの徹底 

受注者は、業務に関係する関係法令通知などを遵守し、業務を適切に行うこと。 

（7）信用失墜行為の禁止 

本業務を遂行するにあたり、市民等からの信頼を損なわないよう、常に適切かつ丁寧に対応 

し、市民の満足度の向上に努め、発注者の信用を失墜する行為を行ってはならない。 

（8）危機管理 

受注者の責務において、業務に関する安全対策に万全を期し、事故防止に関する必要な措置 

を講じること。また、事故、災害などの緊急事態が発生した場合に備え、事前に体制を整備す 

るとともに、緊急事態発生時においても、本業務の遂行に支障をきたすことがないよう、発注 

者と連携しながら対応策を講じること。 

（9）人権の尊重 

受注者は、業務の実施にあたっては、人権を侵害することのないよう留意するとともに、毎 

年度、従事者に対する人権研修を実施し、その内容を発注者に報告しなければならない。 

 

６．業務の遂行 

（1）従事者研修 

受注者は、業務運営開始後においても定期的に業務の遂行に必要な市民等への対応、知識の 

習得、接遇、秘密情報の取扱い及び危機管理に関する研修を行い、常に業務従事者の能力向上 

に努めなければならない。なお、研修に係る費用は受注者の負担とする。 

（2）業務実績の報告 

受注者は、業務実績や業務運営及び実施に係る課題とその改善策、課題事項に対する対応状 

況などを記載した業務日報、業務月報、年間報告書を作成し、発注者に提出するものとする。 

（3）事故報告 

受注者は、何らかの事故などにより正常な業務運営ができない状況に至ったときには、速や 

かに発注者に口頭・書面により報告するとともに、事故報告書（発生年月日・時刻、内容、対 

応、原因の分析、今後における防止策）を発注者に提出するものとする。なお、「事故」に 

は、情報漏えいなど実際に人身や施設・設備などの損害となって現れなかったものも含むもの 
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とする。 

（4）事業収入の取扱い 

各事業に係る利用料、報酬等については、発注者の収入とする。 

（5）委託料の支払等 

委託料については、毎月分を受注者からの請求を受けた日から30日以内に支払うものとす

る。 

（6）権利の譲渡など 

① 受注者は、本契約に基づいて生じた権利の全部または一部を第三者に譲渡してはならな 

い。 

② 受注者は、業務の実施が、第三者の特許権，著作権その他の権利に抵触するときは、受注

者の責任において、必要な措置を講じなければならない。 

③ 受注者は、業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、発注者の承認を受け

なければならない。 

（7）再委託 

受注者が、本仕様書に係る業務を一括して第三者に委任し、または請け負わせてはならな 

い。 

（8）契約の解除等 

① 解除要件 

発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

ア 正当な理由がなく本業務を履行しないとき、又は明らかに履行の見込みがないとき。 

イ 関係法令、条例、規則又は本業務の契約書及び仕様書の規定に違反したとき。 

ウ 本業務に関し不正行為があったとき。 

エ 正当な理由なく提出すべき書類の提出を拒んだとき。 

オ 受注者が正当な理由なく本仕様書に定める報告の求め、若しくは調査に応じず、又は虚 

偽の報告をし、若しくは調査を妨げたとき。 

カ 受注者が発注者の指示または改善勧告に正当な理由なく従わないとき。 

キ 受注者又は本業務の従事者が、本業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用

したとき。 

ク 募集要項に規定した資格要件を満たさなくなったとき。 

ケ 本業務のプロポーザル参加の際に受注者が提出した書類の内容に虚偽があることが判明

したとき。 

コ 受注者の経営状況の著しい悪化などにより業務に重大な支障が生じたときまたは生じる

おそれがあると発注者が認めたとき。 

サ 暴力団等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員および豊中市暴力団排

除条例（平成２５年豊中市条例第２５号）第２条第３号に規定する暴力団密接関係者を

いう。以下同じ。）に該当すると認められる団体に該当する者を再委託契約その他の契

約の相手方としていた場合に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者   

がこれに従わなかったとき。 

シ その他受注者による業務を継続することが適当でないと認めたとき。 

② 解除時の取扱い 

上記①に該当し、契約を解除した場合には、発注者は受注者に対し、当該解除の日までに 

本業務を実施した期間にかかる委託料を支払うものとする。この場合、受注者は、委託料 

（１年当たりの額）の100分の5に相当する額を違約金として、発注者の指定する期間内に支 

払わなければならない。また、発注者が受けた損害額から契約保証金および違約金の額を控 
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除して残余の額があるときは、発注者は、当該残余の額についてさらに損害賠償を請求す 

る。なお、受注者が、上記①に該当し契約を解除された場合において、受注者に損害が生じ 

ても、発注者はその賠償の責めを負わない。 

（9）利用者への勧誘などの禁止 

受注者は、本業務を実施するにあたって、利用者に対し、自らの他の有償サービスなどの 

利用、勧誘などの営業活動、または金品もしくは役務の提供の要求を行ってはならない。 

(10）トラブル対応 

受注者が行う業務に関する苦情・トラブルについての対応は、受注者側で責任をもって行 

い、その内容については発注者に随時報告を行うとともに、発注者へ協議・引継ぎが必要な 

ものは、受注者における責任者から発注者へ協議・引き継ぐものとする。なお、苦情につい 

ては、原因の究明を行い、再発防止策を明確にし、すべて文書化するものとする。 

(11) 損害賠償 

受注者は、委託業務の実施にあたって生じた事故などに対して、一切の責任を負い、発注者 

に発生原因、経過、被害の内容などを速やかに報告するものとする。受注者が、契約内容に 

違反し、または故意もしくは重大な過失によって発注者に損害を与えたときは、その損害に 

相当する金額を賠償金として発注者に支払わなければならない。受注者が、本業務の実施に 

おいて、受注者の責めに帰すべき理由により、第三者に損害を与えたときは、受注者は損害 

を賠償しなければならない。発注者は、受注者の責めに帰すべき事由により発生した損害に 

ついて第三者に対して賠償したときは、受注者に対して、賠償した金額その他賠償に伴い発 

生した費用を求償することができることとする。 

(12) 不可抗力の免責 

受注者は、受注者の責めに帰することができない事由により本業務の全部または一部の実施 

が遅延したり、不能となったりした場合は、発注者と協議し、その責を免れる場合がある。 

(13) 保険への加入 

受注者は業務上の各種リスクを想定し不測の事態に対応するため、損害賠償保険等に加入す 

るなど、業務運営開始までに対策の状況を発注者に提示すること。 

 

７．業務の質・精度の維持・向上のための取組み 

発注者は、受注者に対し、委託期間中、履行した内容について報告を求め、業務の履行状 

況を確認するものとする。具体的には下記のとおり実施するものとする。 

（1）自己評価の実施 

受注者は、業務履行状況に関して自己評価をおおむね年に１回以上実施すること。結果を市 

に報告すること。 

（2）発注者によるモニタリング等の実施 

発注者は業務が適正に実施されているか、定期又は随時に確認を行う。必要に応じ、４の 

(1)(2)(3)の事業の受注者が一堂に会するモニタリングに参加することとする。また確認のた 

め、(1)による自己評価結果を含めその他必要な資料を契約書に基づき受注者に定期及び随時

に提出を求めるものとする。また、モニタリング結果の集積をもとに、毎年度「選定評価委員

会」（以下「委員会」という。）において評価を行い、市のホームページに結果の公表を行

う。評価基準等は、委員会において審議され、市が決定する。また、必要に応じて委員会によ

るモニタリングを行うことがある。モニタリング及び評価の実施並びに公表に当たっては、受

注者は全面的に発注者に協力するものとする。 

(3) 自己評価結果・モニタリング結果から業務の改善が必要と認められる場合 

発注者等によるモニタリング・評価結果から改善が必要と認められる場合は、今後の課題や 
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対応等を協議するものとする。 

(4) 運営会議の開催 

モニタリングの実施やそれに基づく検証、業務遂行上の課題の把握と改善策の立案、各業務 

の報告等を行うなど、本業務を適切に遂行するために、発注者及び受注者で構成する運営会議 

を設置し、随時開催する。 

報告資料の作成主体は受注者とし、受注者の提示資料をもとに、問題点に対する対応策、対 

応方針の決定・情報共有などを行う。 

なお、受注者は運営会議後、速やかに議事録を作成し発注者に提出すること。 

また、年度末においては、必要に応じて次年度の設定項目やその達成度、測定方法等の見直 

し・変更を行う。 

 (5) 成果品の帰属 

成果品の権利の帰属はすべて発注者のものとし、受注者は、発注者が承諾した場合を除き、 

成果品を公表してはならない。 

(6) その他 

ア）契約終了時の業務の引継ぎ 

受注者は本契約が終了した場合（契約解除により契約が終了した場合を含む。以下同 

じ。）は、本業務を他の者に引き継ぐ必要がある場合は、本契約期間中に引継期間を設け、 

次期受注者が円滑に業務を行えるよう充分な引継ぎを行うこと。その際、発注者及び次期受 

注者からの資料等の請求は、受注者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ 

があると発注者が認めた場合を除き、すべて応じるものとする。また、契約終了時に受注者 

が業務上必要な処理等で途中にあるものが発生した場合は、事務の種類やその状態を明確に 

し、次期受注者が速やかに業務を遂行できるようにすること。 

イ）遵守すべき主な法令 

労働関連法令（労働基準法・労働安全衛生法・職業安定法等） 

個人情報の保護に関する法律 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

豊中市個人情報保護条例 

豊中市暴力団排除条例 

その他業務に関するすべての法令等 

ウ）補則 

この仕様書に定めのない事項またはこの仕様に疑義が生じた事項については、必要に応じ 

発注者及び受注者が協議してこれを定めるものとする。 


